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参考6. 最近の動向 

  



参考-30 

(1) 気候変動の考え方 
 1) 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書 

 2014（平成 26）年に公表された、変わりつつある極端な気象と気候に

関する情報の重要な根拠となっているものである 

 「気候システムの温暖化には疑う余地がなく、また 1950 年代以降、観

測された変化の多くは数十年から数千年間にわたり前例のないものであ

る。大気と海洋は温暖化し、雪氷の量は減少し、海面水位は上昇し、温

室効果ガス濃度は増加している」と明記された 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言～参考資料～ 

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/chisui_kentoukai/pdf/r0304/05_sankou.pdf 

 



参考-31 

 

 2) 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書 
 2023 年に公表され、温暖化が 21 世紀の間に 1.5℃を超える可能性が高

く、温暖化を 2℃より低く抑えることが更に困難になる可能性が高いと

されている 

 温暖化を 1.5℃または 2℃に抑えるには、この 10 年間に全ての部門にお

いて急速かつ大幅で、ほとんどの場合即時の温室効果ガスの排出削減が

必要であると予測される 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：IPCC 第 6 次評価報告書（AR6）統合報告書（SYR）の概要 

https://www.env.go.jp/content/000126429.pdf 

 

 

 

  



参考-32 

(2) 流域治水プロジェクト 
 河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、氾濫域も含めて一つの

流域として捉え、その河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全

体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」への転換を進めることが必

要である 

 このため、全国の一級水系などにおいて、河川整備に加え、流域の市町

村などが実施する雨水貯留浸透施設の整備や災害危険区域の指定等によ

る土地利用規制・誘導等、都道府県や民間企業等が実施する利水ダムの

事前放流等、治水対策の全体像について「流域治水プロジェクト」とし

て示し、ハード・ソフト一体となった事前防災対策を加速していく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：流域治水プロジェクト 

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html 

 

  



参考-33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流域治水の代表的な取り組みの実施状況について指標を活用して見える

化を行っている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『流域治水プロジェクト２．０』を策定します 

～気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方向性を公表～ 

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000179.html 



参考-34 

(3) 流域治水の自分ごと化 
 国土交通省では、住民や民間企業等のあらゆる関係者が、流域治水の取

組を持続的・効果的に進めるための普及施策について検討するため、

「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水

の自分事化検討会」を設置 

 2023（令和 5）年 6 月に流域治水の推進に向けた普及施策の行動計画を

とりまとめた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：水災害を自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす総力戦の流域治水をめざして 

 https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/suigairisk2/pdf/gaiyou.pdf 

  



参考-35 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
出典：⽔災害を⾃分事化し、流域治⽔に取り組む主体を増やす総⼒戦の流域治⽔をめざして 

 https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/suigairisk2/pdf/gaiyou.pdf 



参考-36 

(4) グリーンインフラ 
 国⼟交通省では、グリーンインフラの定義を定め、流域治⽔プロジェク

トにおいてもグリーンインフラの取り組みを反映し、治⽔と環境の両⽴
した取り組みを⾏っている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：グリーンインフラストラクチャー〜⼈と⾃然環境のより良い関係を⽬指して〜 
https://www.mlit.go.jp/common/001179745.pdf 



参考-37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：流域治水プロジェクトにおけるグリーンインフラの取り組みの推進 

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/index.html 

  



参考-38 

(5) TOKYO GREEN BIZ（東京グリーンビズ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考-40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京グリーンビズ 

https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/tokyo-greenbiz-advisoryboard 



参考-41 

(6) TCFD(Task Force on Climate-related Financial Disclosures) 
 企業が気候変動関連の財務情報を開示し、その情報を受けて投資家や金

融機関は、この情報開示をもとに、投資先としての企業の見極めを行う

ことで脱炭素化実現への流れを作るという枠組み（タスクフォース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



参考-42 

(7) TNFD(Task force on Nature-related Financial Disclosures) 
 TNFD は TCFD から派生した「生物多様性版」イニシアティブである 

 2023 年 9 月 18 日、TNFD の最終提言である v1.0 が公開された 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考-43 

(8) 人づくり（事例：市民科学とクラウドソーシングの融合） 
 1) 市民科学とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：下水道の「市民科学」ガイドブック 

～行政と連携しながら行う市民科学の取り組みを知る～ 

https://www.mlit.go.jp/common/001178471.pdf 

  



参考-44 

 2) クラウドソーシングとの融合 
 クラウドソーシングは、企業がインターネット上で不特定多数に業務を

発注する業務形態である。様々な人々の力を集めることにより、大きな

タスクを達成する仕組みが考案できるものである 

 水文気象モニタリングにおいては、個人の気象愛好家が気温、相対湿度、

気圧を測定するために設置した個人用気象観測所が、地方自治体や政府

機関が気象情報を捕捉するのに十分な密度を持たない観測所を補うこと

が期待できる 

 既に一部の気象会社では、クラウドソーシングを用いて独自の気象情報

を提供しており、都市における洪水予測等の課題を解決するためにもこ

の手法は非常に期待ができ、その効果は渋尾ら（下記出典参照）により

示されているところである 

 これには、学会、地方自治体、民間企業の継続的な連携・協力が不可欠

であり、今後のさらなる進歩が期待される 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 シームレスモデルによるリアルタイムシミュレーションと 

各種観測の統合イメージ 

出典：Advances in Urban Stormwater Management in Japan: A Review（Yoshihiro Shibuo et al）

(JDR,Vol.16 No.3,pp. 310-320(2021)) 




